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特集●人口構造の変化
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Ⅰ　は じ め に

　日本女性の労働力率の趨勢が近年注目されてい
る。女性の労働供給を促進することがいわゆるア
ベノミクスの重要な一部分であり，「womenom-
ics」と名付けられている。女性の人的資本をよ
り効率的に活用することは，日本の人口高齢化と

人口減少により予測される労働力不足に対応し，
経済成長を促す有効な方法だと考えられている

（村木 2013；Daly�2007,�Matsui�et�al.�2014；Steinberg�
and�Nakane�2012）。
　ここ 30 年間，女性の労働力率は上昇を続けて
きた。『労働力調査』のデータによると 15 〜 64
歳の労働力率は 1980 年から 14％ポイント上昇し，
2015 年に 67％に達した（労働経済政策・研修機構
のデータベースで作成：http://stat.jil.go.jp/）。2014
年に日本の女性就業率がアメリカを上回ったこと
が米国のマスメディアに取り上げられた（Pa-
quette�2015）。男女の役割分業が顕著であり，労
働市場における女性差別が強いというイメージを
持たれる日本よりアメリカの女性就業率が低いと

女性の労働供給を促進することが経済政策の中心的な課題となる中，近年の労働力率の上
昇の要因を実証的に把握することは重要である。本研究の目的は，女性労働力率の趨勢と
晩婚化・非婚化や離婚の増加との関係を検証することである。『国勢調査』の個票データ
から集計した年齢別・配偶関係別・教育水準別の労働力率に基づき，2010 年の実際の労
働力率と標準化労働力率を計算し，両者を比較する人口学的な分析を行った。�標準化労
働力率を計算する際，1980 年の人口構成を一定にするので，その標準化率は，結婚行動
や教育水準が変化しなかった場合に観察された 2010 年の労働力率と解釈できる。分析の
結果，1980 〜 2010 年の労働力率上昇の 3 分の 1 が未婚女性の人口割合の増加によって説
明されるという結論に至った。この人口構成変化の効果は 25 〜 39 歳に集中しており，晩
婚化・非婚化の影響を反映している。予測に反して，離婚の増加による貢献は少ない。教
育水準の変化の寄与度が最も高いのは，高卒以上の人口割合が大きく増加した 40 〜 54 歳
である。配偶関係構成と教育水準構成の変化は，出産・子育てのピークである 25 〜 49 歳
における労働力率の上昇の半分以上を説明した。就業行動をターゲットとする政策と家族
形成や教育水準をターゲットとする政策は異なるものと考えられるため，この二つの要素
が労働力率に与える影響を区別することは重要である。
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いうのが懸念すべきことのように報道された。ア
メリカと日本の女性就業率が交差した説明として
アメリカの経済回復の鈍さ，日本における意識の
変化や育児休業など様々な新しい政策が注目され
た。アメリカと日本の政策環境を比較すると，日
本の方が女性の仕事と家庭の両立支援策が手厚い
と考えられるが，それだけが両国の労働力率の対
照的な趨勢を説明するのかは疑問である。例えば，
最近の調査データと研究結果によると育児休業を
取得する女性の割合が増加したにもかかわらず，
第一子の出産後の就業率はほとんど変化していな
い（永瀬・守泉 2013；Yu�2009）。第一子が 1 歳で
ある女性の約 2/3 が労働市場に参加していないと
いう近年の数字は 1980 年代からほとんど変化し
ていない（Raymo�and�Lim�2011）。女性の両立支
援に関して，より手厚い政策環境があるにしても，
日本は仕事と家族を両立しやすい社会という実証
的な根拠が少ない。
　日本女性の労働力率の着実な上昇を説明するも
う一つの要因が，結婚行動の変化である（厚生労
働省 2011；筒井 2014）。未婚女性や離死別女性の
労働力率は有配偶女性より高いため，晩婚化や未
婚化（岩澤 2013）そして離婚率の増加（Raymo,�
Bumpass,�and�Iwasawa�2004）による人口の配偶関
係構成の変化は，女性の労働力率の上昇をもたら
すと考えられる。
　本研究の目的は，人口の配偶関係構成と女性労
働力率の関係を検証することである。1980 〜
2010 年の女性労働力率の上昇は，どの程度晩婚
化・非婚化や離婚の増加によって説明されるのか。
女性の就業機会の増加や意識の変化や仕事と家庭
の両立支援策などの他の要因によってどの程度説
明されるのか。この問いに答えるため，我々は『国
勢調査』の個票データから集計した年齢別・配偶
関係別の労働力率に基づき，実際の労働力率と標
準化労働力率を計算し，両者の比較を通じた分析
を行った。標準化労働力率を計算する際，1980
年の配偶関係構成を一定にするので，その標準化
率は結婚行動が変化しなかった場合に観察された
2010 年の労働力率と解釈できる。
　さらに，女性の労働力率の上昇と結婚行動の変
化は，女性の高学歴化と同時に生じている。その

ため，教育水準の変化を考慮するため，配偶関係
構成割合と教育水準構成割合の両方を 1980 年の
値とした標準化労働力率を計算した。この標準化
率と実際に観察された 2010 年の女性労働力率を
比較することによって，教育水準の上昇による影
響を取り除いた配偶関係構成の変化による寄与度
を計算することができる。このような記述的な人
口学的分析は，女性労働力率の上昇と結婚行動の
変化との関係について有用な知見を提供するもの
と思われるが，両者の関係性におけるメカニズム
や，結婚行動がなぜ変化したのかについて説明を
与えるものではない点について留意する必要があ
る。以下で行う標準化労働力率と実際の率との比
較や要因分解による寄与度の計算は，女性の結婚
と就業行動との内生性を考慮しない単純な数値計
算であるということを念頭に置いて結果を解釈す
る必要がある。

Ⅱ　研究の背景

1　女性労働力率の趨勢

　図 1 は 1980 〜 2010 年の国勢調査データから計
算された女性の年齢別労働力率（各歳）を示す。
いわゆる「M 字型」労働力曲線が 1980 年には明
瞭に現れているが，20 〜 30 歳代の顕著な労働力
率の上昇の結果，M 字の谷間が 2010 年までに浅
くなってきている。25 〜 33 歳においては，この
30 年間で年齢別労働力率が少なくとも，20％ポ
イント上昇した。しかし，M 字の底が浅くなっ
たとはいえ，仕事と子育てが両立しにくい実証的
な証拠がある。例えば，2010 年の 25 〜 34 歳女
性の労働力率を比較すると，日本（72％）は，シ
ンガポール（83％），ドイツ（78％），カナダ（82％）
など諸外国より低い水準にあることがわかる（国
立社会保障・人口問題研究所 2016）。労働力率は全
体的に上昇傾向にあるが，15 〜 23 歳においては，
2010 年の労働力率が 1980 年の水準を下回ること
に注目する必要がある。以下で明らかになるが，
この変化の裏には労働力率が低い在学中の女性の
大幅な増加がある。
　先行研究によく取り上げられてきたが，M 字

論　文　女性労働力率の上昇
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型労働力曲線は女性労働力率が結婚前に比較的に
高く，出産や育児のピーク年齢層（20 歳後半〜 30
歳後半）において一旦労働市場から退き，そして
末子が就学年齢になってから再就職するという労
働供給パターンを表している（Brinton�2001；
Waldfogel,�Higuchi,�and�Abe�1999）。本研究では労
働力状態に絞って分析を行うが，労働市場に参加
する者の雇用形態が多様であることを念頭におく
必要がある。例えば，正規雇用割合が高い結婚前
の女性と比べて 40 歳代に再就職する女性の場合，
パート就業を中心とした非正規労働に従事してい
る割合が高い。永瀬（1999）の第 11 回出生動向
基本調査を用いた分析によると，第一子が 1 歳の
時に無職で後に再就職した女性の約 8 割が非正規
社員や自営業の形で働いている。
　日本に特徴的な女性労働力率の年齢パターン
は，日本における夫婦の性別役割分業を反映して
いる。例えば，総務省統計局による 2010 年の『労
働力調査』によれば，M 字の谷にあたる 25 〜 44
歳において非労働力状態にある女性の 54％が

「家事・育児のため仕事が続けられそうにない」
ことを理由に求職活動を行っていない（25 〜 34
歳では 62％，35 〜 44 歳では 49％）。一方で，「適当
な仕事がありそうにない」を挙げる割合は 26％

（25 〜 34 歳では 18％，35 〜 44 歳では 32％）であり，

うち半数以上の 54％が「勤務時間・賃金などが
希望にあう仕事がありそうにない」としている

（25 〜 34 歳では 43％，35 〜 44 歳では 59％）。一般に，
M 字の谷の後半部分にあたる年齢では，家事・
育児のためという理由が減少し，適当な仕事がな
い，とりわけ勤務条件が合う仕事がないことを非
労働力化の理由として挙げている。子育て期にあ
る女性の非労働力化の背景には，仕事と子育てを
両立する難しさ，労働市場における性差別や年齢
差 別（Brinton�2001；Estevez-Abe�2007） な ど と
いった労働市場における構造的な要因もあるもの
と考えられる。
　同年の『労働力調査』では，25 〜 44 歳の非労
働力状態にある女性の 36％が就業を希望してい
ることが示されている。こうした女性の「潜在労
働力」は日本全体で 342 万人（2010 年時点）にも
上るとされており，これらの女性の就労が実現す
れば，雇用者報酬にして 7 兆円，GDP の約 1.5％
の増加が見込めるとの試算もある（内閣府 2012）。
女性の潜在労働力をいかにして労働市場に取り込
み，経済成長そして持続可能な社会保障の担い手
として，日本の社会・経済の活性化に繫げていく
かは，アベノミクス成否の鍵を握るといえる。一
方で，日本の税・社会保障制度は，配偶者に各種
の扶養者控除枠を設けることで，有配偶女性のフ
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図 1　年齢別労働力率の趨勢：1980 〜 2010 年
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ルタイム労働にディスインセンティブをもたらし
て お り（Gottfried�and�O’Reilly�2002； 大 石 2003），
女性就業の促進という観点からは，政策の一貫性
を欠いているようにも思われる。しかし，2016
年 10 月より，一部の短時間労働者については厚
生年金適用の基準が拡大され，従来の「130 万円
の壁」が 106 万円に引き下げられるなど，配偶者
扶養者控除のありかたについての見直しが進みつ
つある。今後の政策変更によっては，女性の労働
参加のあり方も大きく変わっていく可能性がある
といえるだろう。

2　配偶関係と労働力率

　アメリカなど諸外国で 1970 年代からの女性労
働力率の上昇を説明する要因（例：意識の変化，
出生率の低下，男性の育児・家事への参加）は，性
別役割分業が依然根強い日本では比較的弱いと考
えられるため，図 1 に描かれた年齢別労働力率の
変化は，晩婚化・非婚化と離婚の増加によって，
ある程度説明される可能性がある。日本における
結婚行動の変化に関する先行研究においても，女
性の結婚と労働供給の分析が数多くあり（Raymo�
2003；Retherford,�Ogawa,�and�Matsukura�2001；Yu�
2009），未婚者や離死別者の増加と M 字型労働力
曲線の変化との関係を理解することの重要性を示
唆している。
　本研究ではこの関係についての記述的な分析を

行う。厚生労働省（2011）が行った同様の分析で
は，1990 〜 2010 年の女性就業率の年齢別の上昇
を，配偶関係別の就業行動の変化と配偶関係構成
の変化に分解しており，未婚者割合の増加が 25
〜 34 歳の就業率の増加に大きく貢献したという
結果を導いている。本稿はより長い期間（1980 〜
2010 年）を対象とし，教育水準構成の変化を考慮
することで先行研究を拡張する。
　図 2 は，15 〜 64 歳の労働力率の推移を配偶関
係別に示したものである。各配偶関係別労働力率
は，1980 年から 2010 年までに 5 〜 10％ポイント
上昇したことを示している。また，未婚者と死別
者の労働力率が有配偶女性よりやや高く，離別女
性の労働力率が約 8 割で最も高い水準にあること
もわかる。未婚者や離死別者の割合増加が，全体
の労働力率の上昇に寄与する可能性が示唆され
る。配偶関係構成の年齢別の変化を示す図 3 をみ
ると，配偶関係構成は 20 〜 34 歳で大きく変化し
ている。そのため，配偶関係構成の変化が労働力
率に与える影響は，この年齢において比較的に大
きいだろうと考えられる。1980 年から 2010 年の
30 年間で 25 〜 34 歳の未婚者割合は 20 〜 35％ポ
イント高くなり，有配偶者の割合が同程度低下し
たことがわかる。晩婚化・非婚化に関する研究で
は，女性の高学歴化，女性の経済的自立，若年男
性の雇用環境の悪化，結婚市場におけるミスマッ
チなど様々な説が取り上げられている（Fukuda�

論　文　女性労働力率の上昇
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図 2　配偶関係別労働力率の趨勢：1980 〜 2010 年
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2013；Ono�2003；Raymo�2003；Raymo�and�Iwasawa�
2005；Retherford,�Ogawa,� and�Matsukura�2001）。
一方，同時期に離別者の割合は増加し，死別者の
割合は減少しているが，両グループの人口に占め
る割合は小さいため，おそらく労働力率の変化に
対する貢献度は低いものと思われる。離婚率の上
昇を取り上げる研究は多くないが，女性の経済的
自立，男性の収入の不安定化，離婚に対する意識
の変化などの要因が挙げられている（Raymo,�

Fukuda,�and�Iwasawa�2013）。図 3 の 55 歳以上の
女性における死別者割合の低下は，男性の中高年
期における平均余命の改善によって説明されるだ
ろう。例えば，男性の 40 歳時平均余命でみると
1960 年は 31.02 年，2000 年では 39.13 年と 8 年以
上の伸長がみられる（国立社会保障・人口問題研究
所 2016）。
　年齢別，配偶関係別の労働力率の変化を表した
図 4 をみると，配偶関係別の労働力率が全グルー

図 3　配偶関係別人口割合の変化：1980 年，2010 年
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プで上昇している。最も大きな上昇を経験した有
配偶女性では，25 〜 30 歳で 15 〜 18％ポイント，
45 〜 55 歳で 10 〜 15％ポイントもの労働力率の
上昇がみられる。こうした趨勢は，近年において
有配偶女性の就業へのインセンティブが強くなっ
たことを示している。例えば，育児休業制度の拡
充により，出産後も就業を継続する正社員女性が
増えたこと（内閣府 2011），家庭と両立しやすい
パートや非正規雇用が増えたこと，男性の給料だ
けで家族を支えにくくなったことが含まれる（筒
井 2014）。また，20 歳代後半の有配偶女性の労働
力率の上昇には，女性の退職タイミングが，結婚
時から出産時へとシフトしていることによる影響
も大きいものと思われる（国立社会保障・人口問
題研究所 2012a）。
　一方で，2010 年においても，子育て期にあた
る 20 歳代後半から 30 歳代を通じて，未婚女性と
有配偶女性の労働力率の差は大きい。2010 年の

『労働力調査』によると，25 〜 34 歳の非労働力
女性の 62％が，「家事・育児のため仕事が続けら
れそうにない」ことを理由として労働市場から退
出している。有配偶女性が非労働力化する背景に
は，妻や母親の役割を重視する社会的規範（Hirao�
2001）や男性による家事・育児参加が少ないこと
があるものと思われる。とりわけ，女性の家事時
間 は 男 性 の 5 倍 高 く（Japan�Statistics�Bureau�
2003），夫の 3 割は全く家事をしないというデー
タが示されており（Tsuya�et�al.�2005），夫婦間に
おける性別役割分業は，女性労働力率の M 字の
谷を説明する重要な要因となっている。一方，性
別による役割分業は根強いものの，男女の役割に
対する考え方が変わりつつある兆しもある。意識
調査の結果によると，性別役割分業に対する支持
率は低下しており（内閣府 2016），独身男女の間
では，女性が結婚や出産を経ても就業を続けるラ
イフコースが支持される傾向にある（国立社会保
障・人口問題研究所 2012b）。このような若い世代
における意識面での変化が，行動にどのような影
響を与えていくのかについては，今後注視してい
く必要があるだろう。
　最後に，全体的なパターンとは異なる二つの例
外的な傾向について指摘しておく。一つは，50

〜 64 歳の離別者の労働力率の大きな上昇である
（図 4「離別 _10」の点線）。母子家庭の高い労働力
率に関する研究は多いが，我々の知る限り中高年
離別女性の労働力率の上昇を取り上げた分析はな
いように思われる。もう一つは，配偶関係を問わ
ず，23 歳までは労働力率が低下していることで
ある。図 3 にみられるように，2010 年では 15 〜
23 歳の既婚女性はほとんどいないため，未婚者
の労働供給の低下が全体に与える影響が大きいも
のと思われる。

3　教育水準の変化の役割

　配偶関係構成の変化と労働力率の上昇との関係
を検証する際，同時に起こった他の社会的な傾向
を考慮しないとその関係を正確に理解できない可
能性がある。つまり，配偶関係にも労働状態にも
相関する変数の趨勢をコントロールしないと見せ
かけの相関が生じるかもしれない。女性の教育水
準の急増がそのような変数の一つだと思われる。
図 5 で示されているように女性の教育水準構成が
1980 年から大きく変わった。特に目立つのが高
校を卒業しなかった女性割合の減少と 4 年制大学
を卒業した女性の増加である。
　相対的に多くなった高学歴女性がより高い労働
力率を有する無配偶グループに所属するか，配偶
関係を問わず比較的に高い労働力率を示すのな
ら，図 5 で示されている教育水準の構成変化が，
図 1 で描かれた労働力率の上昇に寄与すると考え
られる。人的資本論からすれば，女性の学歴と労
働供給は正の相関にあると考えられる。高学歴女
性は，就業を継続するインセンティブ（例：高賃
金，手厚い福利厚生）やそれを可能とする能力

（例：家事や育児のサービスを購入する経済力）が相
対的に高いと思われるが，日本では教育水準別の
労働力率の差が他国と比べて小さいと指摘する先
行研究が多くある（Brinton�1993 など）。逆に女性
の教育水準と就業確率が負の関係にあるという結
果もある（Choe,�Bumpass,�and�Tsuya�2004）。
　以上に述べたような就業継続のバリアー以外
に，夫の収入が妻の就業を抑える効果（収入効果）
は，高学歴女性の就業を妨げるディスインセン
ティブとなっている。高収入の男性と結婚してい

論　文　女性労働力率の上昇
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ることにより，高学歴女性は就業する必要が低い
と考えられてきた（Waldfogel,�Higuchi,�and�Abe�
1999）。このようなパターンは，アメリカなど諸
外国では見られなくなったが，日本では収入効果
が代替効果（女性本人の稼得能力と就業の正の関
係）と比べて強いと思わせる結果がある（Raymo�
and�Lim�2011）。また，子どもの教育に母親が重
要な役割を果たすべきだという意識が広く共有さ
れ，既婚女性の継続就業の強いディスインセン
ティブになっている。例えば，母親が子どもに対
して集中的な時間を投資する傾向が高学歴女性ほ
ど顕著である（Hirao�2007）。
　図 6 は，1980 年と 2010 年の年齢別・教育水準
別の女性労働力率を示している。全グループの労
働力率が上昇したこと以外，二つのパターンがこ
の図から読み取れる。一つが M 字型労働力曲線
の谷の前の年齢で，高学歴ほど女性の労働力率が
高い。このパターンが学歴と初婚年齢の関係を反
映していると思われる。つまり初婚年齢が相対的
に早い中卒と高卒女性では，結婚や出産による労
働供給の低下が高学歴女性より早く始まる。もう
一つは M 字の谷間（30 歳代の半ば）からの労働
力率と学歴との関係が強くないことである。2010
年にこのパターンが特に明白である。先行研究が
示すように労働力率が同じであってもライフコー

スにおける労働供給パターンは学歴によって大き
く異なる。特に高学歴女性は就業状態の変化が少
ないのに対して，高卒以下の女性では就業状態の
変化が比較的に多いということが知られている

（Raymo�and�Lim�2011）。
　日本における女性の学歴と結婚のハザードとの
負の関係はよく知られているが（Raymo�2003；
Raymo�and�Iwasawa�2005），その関係が変わりつ
つあることを示唆する最近の研究がある。例えば，
Fukuda（2013）と Fukuda�and�Raymo（2016）の
結果によると，最近の年次では，収入や学歴が高
い女性の方が結婚する確率が高い可能性が示され
ている。高学歴女性の初婚年齢は高いので，図 6
の若年層のパターンはこれから大きくは変わらな
いだろうと考えられるが，低学歴女性の生涯未婚
割合が高くなれば，30 歳以降の教育水準と労働
力率との関係が負になる可能性がある。もう一つ
の重要なポイントは，構成変化に伴うセレクショ
ンの過程である。教育水準が高まるにつれて以前
高卒だったはずの女性が大学に進学し，大卒女性
の選択性が薄れ，高学歴女性の行動が変わってく
る可能性がある。同様に，高校を卒業しない人が
少なくなってくると，高校卒未満のグループが特
殊な行動を示すようになる。
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図 5　教育水準別人口割合の変化 :1980 年，2010 年
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Ⅲ　データと分析方法

　本稿では図 1 に示されている女性労働力率の上
昇が，どの程度結婚行動の変化によって説明され
るのかを検証するため，『国勢調査』の個票デー
タを利用する。まず，15 〜 64 歳の生産年齢人口
における労働力率を年齢別・配偶関係別の労働力
率の重み付き和（加重和）として定義する。以下
の式（1）で示されているように，労働力率の計算
に使うウェイトは年齢別の配偶関係別の割合と年
齢別人口割合である。従って，t 年の 15 〜 64 歳
の女性労働力率は次のようになる：

　 Lt�Nt
＝Lt

U＋Lt
M＋Lt

D＋Lt
W

� Nt
＝

　∑x［Lxt
U

�Nxt
U＊Nxt

U

�Nxt
＊ Nxt�Nt

］＋［Lxt
M

�Nxt
M＊Nxt

M

�Nxt
＊ Nxt�Nt

］＋

　［Lxt
D

�Nxt
D＊Nxt

D

�Nxt
＊ Nxt�Nt

］＋［Lxt
W

�Nxt
W＊Nxt

W

�Nxt
＊ Nxt�Nt

］� （1）　

　ここで L は女性の労働力人口で，N は女性人
口である。上付き文字は配偶関係を示し（U＝未
婚者，M＝有配偶者，D＝離別者，W＝死別者），下
付き文字 x が年齢を指す（x＝15-64）。括弧の中
にあるのは総人口における配偶関係別・年齢別の
労働力率であり，足し合わせると 15 〜 64 歳の労

働力率になる。配偶関係別・年齢別の労働力率は

配偶関係別の年齢別労働力率（ Lxt
i

�Nxt
i ）×年齢別の配

偶関係割合 Nxt
i

�Nxt
×年齢別の人口割合Nxt�Nt

と定義され

ている。最も注目したい構成比 Nxt
i

�Nxt
が配偶関係の

構成の変化を表し，Nxt�Nt
が人口の年齢構成の変化

を表す。
　書き直すと次のようになる：

　 Lt�Nt
＝Lt

U＋Lt
M＋Lt

D＋Lt
W

� Nt
＝

　∑x｛［Lxt
U

�Nxt
U＊Nxt

U

�Nxt
］＋［Lxt

M

�Nxt
M＊Nxt

M

�Nxt
］

　＋［Lxt
D

�Nxt
D＊Nxt

D

�Nxt
］＋［Lxt

W

�Nxt
W＊Nxt

W

�Nxt
］｝＊ Nxt�Nt

� （2）　

　最初に 1980 年と 2010 年の 15 〜 64 歳の女性労
働力率を計算する。次に配偶関係構成の変化が労
働力率の上昇にどの程度寄与したのかを検証する
ため，1980 年の年齢別配偶関係構成を基準とし
た標準化労働力率を計算する。配偶関係構成を
1980 年のまま一定にする標準化労働力率は，配
偶関係別の労働力率と人口の年齢構成のみが変化
した場合の反事実的な数値である。2010 年の標
準化労働力率の値が，実際に観察された 1980 の
労働力率と同水準であれば，1980 年から 2010 年
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図 6　年齢別，教育水準別労働力率の変化：1980 年，2010 年



34� No.�674/September�2016

までの労働力率の上昇のすべてが結婚行動の変化
によって説明されるということを意味する。逆に
標準化労働力率が実際に観察された 2010 年の労
働力率と同じであれば結婚行動の変化の寄与度が
ゼロだということがわかる。要因分解の方法を使
うと寄与度は（2010 年の観察された労働力率－
標準化労働力率）÷（2010 年の観察された労働力
率－ 1980 年の観察された労働力率）と計算され
る。それぞれの寄与度の合計が 1.0 と乖離する場
合，その差分が交差項である。交差項の解釈は明
白ではないが，それぞれの要因が同時に変化した
影響だと考えられる。人口構成が異なる 2 カ国や
人口構成が変化した 1 カ国を 2 時点で比較する際
には，このような基礎的な人口学的なアプローチ
がよく使われる。
　図 3 で示されているように結婚行動の変化が最
も顕著に見られるのが 20 歳代や 30 歳代であるの
で，結婚行動の変化の労働力率上昇への寄与度は
その年齢層で特に大きいものと思われる。この仮
説を検証するため，上記の 15 〜 64 歳の労働力率
を対象とした分析を 5 歳階級別にも行う。女性労
働力の増加をターゲットにする政策の有効性は，
年齢で異なるものと思われる。例えば，40 〜 50
歳代女性の労働力率に効果がある政策は，より若
い女性に効果がある政策とは異なることが容易に
考えられる。そのため，このように配偶関係構成
の変化の寄与度と配偶関係別の就業行動の変化の
寄与度を，年齢別に計算することの意義は大きい
ものと考えられる。
　さらに，女性の配偶関係別労働力率の変化も配
偶関係構成の変化も高学歴化による影響を受ける
ものと思われるため，教育水準構成の変化をモデ
ルに取り入れる。そのため，式（1）を以下のよう
に書き直す。まず，年齢別・配偶関係別の労働力

率（例：
Lxt

U

�Nxt
U ）を教育水準別の労働力率の加重和

として表す。ウェイトは，それぞれの配偶関係カ
テゴリーにある教育水準別，年齢別の人口割合で
ある。例えば，未婚女性の x 歳の労働力率は，
次のように書くことができる：

　 Lt
U

�Nt
U ＝［Lt

U1

�Nt
U1＊

Nt
U1

�Nt
U ］＋［Lt

U2

�Nt
U2＊

Nt
U2

�Nt
U ］

　＋［Lt
U3

�Nt
U3＊

Nt
U3

�Nt
U ］＋［Lt

U4

�Nt
U4＊

Nt
U4

�Nt
U ］＋［Lt

U5

�Nt
U5＊

Nt
U5

�Nt
U ］

� （3）　
　上付き文字 1 〜 5 は国勢調査時点での最終学歴

（1＝中学校，2＝高校，3＝短大と高専，4＝大学以上，
5＝在学中）を表す。ここで，在学中のカテゴリー
を設ける理由が二つある。一つは，在学中女性は
労働参加率がかなり低いためである。例えば，22
歳などの同一年齢あるいは 20 〜 24 歳などの同一
年齢グループで，大学在学中の女性と大学卒業の
女性が混在すると，そのグループの労働力率が低
くなるが，在学者も「大学」のカテゴリーに含め
てしまうと，このグループの労働力率の低さが学
歴の効果なのか在学中の者が混じっているためな
のかを判別することができない。もう一つの理由
は，在学割合の増加が，それ自体教育水準の上昇
を反映していると考えられるためである。教育水
準の上昇が労働力率に与える影響は年齢によって
異なる。つまり，高学歴化によって 18 〜 22 歳人
口においては，労働力率の低い在学中の女性が増
えることにより，全体（15 〜 64 歳）の労働力率
が下がると予測される。一方，23 歳以上では，
労働力率が相対的に高いと思われる高学歴女性が
多くなると全体の労働力率が上がると考えられ
る。年齢別の在学割合を構成比に組み込むことで，
高学歴化が労働力率に与える影響を明示的にコン
トロールすることが可能となる。
　式（3）の教育水準を取り入れた配偶関係別労働
力率を式（1）に投入すると以下のように表せる：

　 Lt�Nt
＝Lt

U＋Lt
M＋Lt

D＋Lt
W

� Nt
＝

　∑x∑e（1-5）［ Lxt
Ue

�Nxt
Ue ＊

Nxt
Ue

�Nxt
U ＊Nxt

U

�Nxt
＊ Nxt�Nt

］
　＋［Lxt

Me

�Nxt
Me＊

Nxt
Me

�Nxt
M ＊Nxt

M

�Nxt
＊ Nxt�Nt

］＋［ Lxt
De

�Nxt
De ＊

Nxt
De

�Nxt
D

　＊Nxt
D

�Nxt
＊ Nxt�Nt

］＋［Lxt
We

�Nxt
We＊

Nxt
We

�Nxt
W ＊Nxt

W

�Nxt
＊ Nxt�Nt

］�（4）　

　上付き文字の e は女性の教育水準を表し，数式
中の他の添え字は前述と同様である。各項に表さ
れる配偶関係別の労働力率において，一つ目の構

成比（ Lxt
ie

�Nxt
ie ）が x 歳女性の教育水準別の労働力率



日本労働研究雑誌� 35

であり，二つ目の構成比（Nxt
ie

�Nxt
i ）が教育水準カテゴ

リー e での配偶関係別女性人口の割合であり（それ

ぞれの配偶関係 i では∑e（1-5）
Nxt

ie

�Nxt
i ＝ 1），三つ目の

構成比（ Nxt
i

�Nxt ）が x 歳女性の配偶関係 i にいる割合

であり（∑i（1-4）
Nxt

i

�Nxt
i ＝1），四つ目の構成比（ Nxt�Nt ）

が x 歳女性の人口割合である 1）。つまり，それぞ
れの構成比が就業行動，教育水準構成，配偶関係
構成，年齢構成を表している。このように女性の
労働力率を表すと，各構成比の数値を 1980 年の
値に固定することで，標準化労働力率を計算する
ことができる。
　データには，1980 年と 2010 年の『国勢調査』
の個票を用いた。『国勢調査』の報告書には労働
力状態と配偶関係を各歳で集計した表や，労働力
状態と配偶関係と教育水準を集計した表がないた
め，必要な集計を個票データに基づいて作成し，
分析を行った 2）。

Ⅳ　分 析 結 果

　表では標準化労働力率による分析の結果が示さ
れている。上の部分が式（2）に基づく配偶関係の
みを考慮した分析の結果で，下の部分が式（4）に
基づく配偶関係と教育水準の両方を考慮した分析
の結果である。一列目は 15 〜 64 歳の全体の結果
であり，二列目から 5 歳階級別の結果が示されて
いる。
　上部での 15 〜 64 歳の結果によると，1980 年
の 52％から 2010 年の 63％まで，労働力率は
11％ポイント上昇しており，この上昇は配偶関係
構成の変化と配偶関係別の労働力率の変化の両方
によって説明されることがわかる。1980 年の配
偶関係構成を基準とした標準化労働力率は 0.59
で，1980 年の配偶関係別労働力率を基準とした
標準化労働力率は 0.56 である。どちらも 1980 年
と 2010 に観察された労働力率の間にあるという
ことは両方の構成比が労働力率の上昇に寄与した
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表　観察された労働力率，標準化労働力率，要因分解の結果

15〜64歳 15〜19歳 20〜24歳 25〜29歳 30〜34歳 35〜39歳 40〜44歳 45〜49歳 50〜54歳 55〜59歳 60〜64歳

1980 年の労働力率
2010 年の労働力率
配偶関係を一定にした
労働力率を一定にした
年齢構成を一定にした
寄与度
配偶関係構成
労働力率
年齢構成
交差効果

0.52
0.63
0.59
0.56
0.64

0.35
0.63

－0.07
0.10

0.19
0.15
0.15
0.19
0.14

－0.01
1.17

－0.12
－0.04

0.71
0.69
0.64
0.77
0.69

－1.93
3.18
0.14

－0.39

0.49
0.78
0.64
0.67
0.78

0.50
0.38
0.01
0.12

0.47
0.69
0.59
0.58
0.69

0.45
0.49

－0.01
0.07

0.56
0.67
0.61
0.61
0.67

0.55
0.50
0.00

－0.05

0.62
0.72
0.68
0.65
0.72

0.35
0.69

－0.01
－0.03

0.62
0.76
0.74
0.64
0.76

0.12
0.86
0.00
0.02

0.59
0.73
0.72
0.60
0.73

0.05
0.95
0.00
0.01

0.51
0.63
0.63
0.50
0.64

0.01
1.03

－0.03
－0.01

0.39
0.46
0.46
0.39
0.46

－0.05
0.93
0.04
0.08

15〜64歳 15〜19歳 20〜24歳 25〜29歳 30〜34歳 35〜39歳 40〜44歳 45〜49歳 50〜54歳 55〜59歳 60〜64歳

1980 年の労働力率
2010 年の労働力率
配偶関係を一定にした
教育水準を一定にした
労働力率を一定にした
年齢構成を一定にした
寄与度
配偶関係構成
教育水準構成
労働力率
年齢構成
交差効果

0.52
0.63
0.58
0.62
0.52
0.64

0.42
0.10
0.94

－0.07
－0.39

0.19
0.15
0.07
0.20
0.13
0.14

－2.09
1.26

－0.62
－0.12

2.58

0.71
0.69
0.57
0.76
0.64
0.69

－4.81
2.82

－1.76
0.14
4.62

0.49
0.78
0.66
0.74
0.68
0.78

0.44
0.16
0.36
0.01
0.04

0.47
0.69
0.59
0.66
0.57
0.69

0.43
0.10
0.52

－0.01
－0.03

0.56
0.67
0.61
0.66
0.58
0.67

0.51
0.07
0.78
0.00

－0.36

0.62
0.72
0.69
0.69
0.62
0.72

0.33
0.27
1.03

－0.01
－0.62

0.62
0.76
0.74
0.70
0.61
0.76

0.11
0.41
1.10
0.00

－0.62

0.59
0.73
0.73
0.68
0.57
0.73

0.02
0.35
1.13
0.00

－0.49

0.51
0.63
0.63
0.62
0.47
0.64

－0.02
0.13
1.28

－0.03
－0.36

0.39
0.46
0.47
0.47
0.37
0.46

－0.07
－0.10

1.23
0.04

－0.09
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ということを意味する。標準化率の下に書かれて
いる要因分解分析による結果を見ると，配偶関係
構成変化（結婚行動の変化）が全体の変化の約 3
分の 1 を説明し，労働力率の変化（就業行動の変
化）が残りの 3 分の 2 を説明することがわかる。
年齢構成を一定にして計算した標準化労働力率
は，2010 年に観察された率と同水準にあり，労
働力率の上昇に寄与していない。
　年齢別の結果から 15 〜 19 歳と 20 〜 24 歳での
労働力率の低下のすべてが配偶関係別の労働力率
の変化によって説明されることがわかる。就業行
動を 1980 年のまま一定にした場合の標準化率は，
1980 年の労働力率と同水準（15 〜 19 歳）か高い
水準にある（20 〜 24 歳）。一方，20 〜 24 歳では
結婚行動の変化が反対方向に影響している。つま
り未婚者割合の上昇は労働力率を引き上げる効果
を持つが，就業行動の変化が労働力率を引き下げ
る効果の方が大きい。以下で説明されるように，
この就業行動の変化は，在学中の女性割合の上昇
によるものである。
　図 6 から予測された通り，配偶関係構成の変化
が最も労働力率の上昇に貢献したのは 25 歳から
39 歳の間である。この年齢層で配偶関係構成を
1980 年のままに一定にした標準化率と配偶関係
別の労働力率を一定にした標準化率はほぼ同水準
であり，それぞれの要因の寄与度が約 50％であ
る。40 〜 44 歳で，配偶構成変化の寄与度が約 3
分の 1 に下がり，45 〜 64 歳の間では配偶関係構
成を一定にした標準化率と 2010 年に観察された
率の差がほとんどなく，中高年女性の労働力率の
上昇のほとんどが配偶関係別労働力率の変化に
よって説明される。交差項をみると，20 歳代以
外では 0.10 以下と小さい。20 〜 24 歳での交差項

（－0.39）は，労働力率の低下に貢献した構成によ
る変化（有配偶女性の割合の低下）と行動による変
化（有配偶女性の労働力率の低下）の関連性を反映
している。同様に25〜29歳での正の交差項（0.12）
は，未婚者の人口割合も労働力率も上昇したこと
を表している。
　晩婚化・非婚化と同時に進行している高学歴化
を分析に取り入れると結果はどう変わるのか。表
1 の下部を見てみると，15 〜 64 歳の全年齢の結

果をみると 1980 年の教育水準構成を基準とした
場合も 1980 年の配偶関係構成を基準とした場合
も標準化率が 1980 年と 2010 年の実際の率の間に
あることがわかる。しかし配偶関係構成の変化が
明らかに教育水準の変化より重要であり，要因分
解の結果をみると，それぞれの寄与度は 42％と
10％となっている。
　上記の結果と同様，年齢層によってそれぞれの
要因の寄与度が大きく異なることもわかる。15
〜 24 歳での労働力率低下のすべてが教育水準構
成の変化によって説明される。これは高学歴化に
より，労働力率が低い在学中の女性の割合が大き
く増加した結果である（図 5 を参照）。一方，25
〜 39 歳では，三つの標準化率が 1980 年と 2010
年の実際の率の間にあり，配偶関係構成，教育水
準構成，そして属性別の労働力率の変化のそれぞ
れが，この年齢層の顕著な労働力率の上昇に寄与
したということを意味している。要因分解の結果
によると教育水準構成の変化の寄与度が 7（35 〜
39 歳）〜 16％（25 〜 29 歳）であり，配偶関係構
成の変化の寄与度が教育水準を考慮しなかった場
合と比べてやや低くなっている（43 〜 51％）。こ
こで，二つの構成要因の寄与度を合わせると
50％以上になるというのが重要である。というの
は日本での女性の労働供給を象徴してきた M 字
型の谷間が浅くなったという現象が，就業行動だ
けではなく，人口学的な構成比の変化によって説
明される部分が決して少なくないからである。
　40 歳以上の場合，配偶関係構成の寄与度が少
なくなり，教育水準の変化と属性別の労働力率の
変化の寄与度が大きくなる。配偶関係構成の寄与
の低下は，2010 年に労働力率が相対的に高い高
卒女性が 1980 年の中高年層で多かったことを表
している。教育水準構成と属性別の労働力率の寄
与は，労働力率の上昇が相対的に大きかった短大
卒と大卒女性が 2010 年に人口の大きな割合を占
めていることを表している。なお，この年齢層で
の交差項がマイナスで大きくなる。以上の解釈と
同様に，この結果は労働力率上昇に貢献した構成
による変化（中卒女性の割合の低下）と行動によ
る変化（中卒女性の比較的に小さい労働力率上昇）
の関連性を反映している。
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Ⅴ　ま と め

　労働力人口の高齢化と減少が引き続く日本にお
いては，女性の労働供給を促進することが経済政
策の中心的な課題の一つとなっている。そのため，
近年の労働力率の上昇を実証的に把握することは
重要である。労働力率の上昇は，就業機会の変化，
働くインセンティブの変化，意識の変化による労
働供給の増加によって説明されるのか。あるいは
晩婚化や非婚化，高学歴化などによる人口の構成
変化によって説明されるのであろうか。就業行動
をターゲットとする政策と配偶関係構成をター
ゲットとする政策は異なるものと考えられるた
め，この二つの要素が労働力率に与える影響を区
別することは重要である。例えば，有配偶女性の
労働供給を促進する政策（例えば，育児・介護休
業法や公的保育の拡充，税制改革など）と結婚や出
産を促進する政策を同時に行う場合，前者が十分
に機能する状態にないと，結婚や出産の増加は女
性の労働供給の減少をもたらすであろう。
　我々は記述的な人口学的な手法を使い，1980
〜 2010 年の労働力率上昇の 3 分の 1 が未婚女性
の人口割合の増加によって説明されるという結論
に至った。この構成変化の効果は 25 〜 39 歳に集
中しており，晩婚化・非婚化の影響を反映してい
る。離婚の増加による貢献は，我々が予測したよ
り少なかった。25 〜 39 歳における労働力率の上
昇の約半分が配偶関係構成の変化によって説明さ
れるが，40 歳以上では労働力率の上昇の 7 割以
上が属性別の労働力率の変化によって説明され
る。15 〜 24 歳における労働供給の低下を説明す
るのは，高学歴化を反映する在学中女性の割合の
増加である。一方，教育水準構成の変化の寄与度
が最も高いのは，高卒以上の人口割合が大きく上
昇した 40 〜 54 歳である。配偶関係構成と教育水
準構成の変化は，出産・子育てのピークである
25 〜 49 歳における労働力率の上昇の半分以上を
説明していた。
　本稿で使われたような人口学的な数値計算のア
プローチは，女性労働力人口の将来推計を行う際
にも有用である。将来の女性労働力率は，予測さ

れる結婚行動の変化にどの程度影響されるのであ
ろうか。国立社会保障・人口問題研究所（2013）
の配偶関係別将来人口推計を利用し，上記の式

（2）に基づく分析を行ったところ，2020 年以降女
性の労働力率は 65% 程度で横ばいになるという
結論を得た。この結果は，国立社会保障・人口問
題研究所の結婚推計が，1995 年出生コーホート
以降変化しないという仮定に基づくことを反映し
ている。結婚行動変化についての別の仮定に基づ
き，同様の推計を行い，起こりうる範囲での結婚
行動の変化（さらなる晩婚化・非婚化あるいは早婚
化）がどの程度将来の女性労働供給に影響するの
かを推計することは，将来の見通しを得る上で有
用である。結婚行動の変化にも教育水準の変化に
も仮定を置いて実施する労働力人口の将来推計は
我々の知る限りないが，本稿の結果を考えると，
将来の労働力人口を推計する際には，その両方の
構成要因を取り入れる必要がある。また，配偶関係
構成にも教育水準構成にも地域的な差があるため

（晩婚，生涯非婚，高学歴は大都市圏で顕著），地域人
口構成を組み込んで，本稿で使われた人口学的な
分析を行うことにも意義があるものと思われる。

 1）ミッシング・データのパターンに関する情報がないため，
労働力状態，配偶関係，教育水準のいずれかに欠損がある場
合，その対象者を分析から除外した。つまり，欠測がランダ
ムと仮定した。1980 年の『国勢調査』では欠損値が少ない
が，2010 年では労働力状態の 5％，配偶関係の 2％，教育水
準の 11％に欠損値がみられた。

 2）使用した『国勢調査』の個票データは，文部科学研究費補
助金（基盤研究（A））「結婚・離婚・再婚の動向と日本社会
の変容に関する包括的研究（研究代表者岩澤美帆，課題番号
25245061）」のもとで，統計法第 33 条に基づく二次利用申請
により使用の承諾（平成 28 年 3 月 30 日）を得たものである。
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